
 

さっぽろ広域観光圏推進協議会規約 

 

 

平成２１年２月１３日制定 

 

第１章総則 

（名称） 

第１条 この協議会は、さっぽろ広域観光圏推進協議会（以下「協議会」という。） 

 

（事務所） 

第２条 協議会は、事務所を北海道札幌市中央区北１条西２丁目（札幌市役所庁舎内２Ｆ）に置

く。 

 

（目的） 

第３条 協議会は、観光地相互間の連携によって観光圏を形成し、その観光の魅力の増進により

国際競争力を高め、内外からの観光旅客の来訪及び滞在を促進することを目的とする。 

 

（業務） 

第４条 協議会は、前条の目的を達成するため、次の各号に掲げる業務を行う。 

（１）観光圏整備計画に関する業務 

（２）観光圏整備実施計画に関する業務 

（３）観光圏整備事業費補助事業に関する業務 

（４）その他協議会が定める業務 

 

第２章構成員等 

（協議会の構成員） 

第５条 協議会の委員は、別表に掲げるものをもって組織する。 

（届出） 

第６条 構成員は、その氏名及び住所（構成員が団体の場合については、その名称、所在地及び 

代表者の氏名）に変更があったときは、遅滞なく協議会にその旨を届けなければならない。 

 

（入会、退会） 

第７条 協議会の入会及び退会は、協議会の承認を得るものとする。 

 

第３章運営等 

（協議会の運営） 

第８条 協議会の役員として、会長１名、副会長７名及び監事２名を置く。 

２ 会長、副会長は、構成員である地方公共団体の長の中から選出する。 

３ 役員の任期は２年とし、再任を妨げない。なお、補欠により選任された役員の任期は、前任

者の残任期間とする。 



４ 会長は協議会を代表し、会務を総括する。 

５ 会長に事故がある場合は、副会長の中からあらかじめ会長が指名するものが、職務を代理す

る。 

６ 監事は、総会において構成員の中から選出する。構成員が団体である場合には、団体の代表

者とする。 

７ 協議会の事務局は、札幌市観光文化局観光部観光企画課において処理する。 

 

（顧問） 

第９条 協議会に顧問をおくことができる。 

２ 顧問は協議会の運営に対して、助言を行う。 

３ 顧問の任期は２年とし、再任を妨げない。 

 

（幹事会） 

第１０条 会長は、業務その他協議会の運営に当たって必要な事項を処理するため、幹事会を置 

くことができる。 

２ 幹事会は、第５条に定める構成員、その他会長が必要と認めた者を委員とすることができる。 

３ 幹事会は、必要に応じて、関係者を招集し意見を聴くことができる。 

４ 幹事会は、必要に応じて、事務局が召集する。 

 

（作業部会） 

第１１条 会長は幹事会の承認を得て、その目的達成に必要な事項を調査研究し、実施に向けた

調整をするために必要な作業部会を設置することができる。 

２ 作業部会は、第５条に定める構成員、その他会長が必要と認めた者を委員とすることができ

る。 

３ 作業部会は、必要に応じて、関係者を招集し意見を聴くことができる。 

４ 作業部会は、必要に応じて、事務局が召集する。 

 

第４章総会 

（総会の種別） 

第１２条 協議会の総会は、通常総会及び臨時総会とする。 

２ 総会の招集は会長が行い、会長が議長となる。 

３ 通常総会は、毎年１回以上開催する。 

４ 臨時総会は、会長が必要と認めたときに開催する。 

５ 総会は、次の事項を審議実行する。 

（１）規約の改廃に関する事項 

（２）会員の新規参画に関する事項 

（３）業務計画及び業務報告に関する事項 

（４）予算及び決算に関する事項 

（５）顧問の選任に関する事項 

（６）その他、協議会の運営に関する重要な事項 

 



（総会の議決方法等） 

第１３条 総会は、委員現在数の過半数の出席がなければ開くことができない。 

２ 委員は、総会において、各１個の議決権を有する。 

３ 第１項及び第２項において、委任状を提出した者は出席者とみなすこととする。 

 

（協議結果の取扱い） 

第１４条 協議会において協議が調った事項については、協議会の構成員はその協議の結果を尊

重しなければならない。 

 

（議事録） 

第１５条 総会の議事については、議事録を作成しなければならない。 

２ 議事録は、少なくとも次の各号に掲げる事項を記載する。 

（１）日時及び場所 

（２）委員の現在数、当該総会に出席した委員数、当該総会に出席したと見なされた者の数及び 

当該総会に出席した委員の氏名 

（３）議案 

（４）議事の経過の概要及びその結果 

（５）議事録署名人の選任に関する事項 

３ 議事録は、第２条の事務所に備え付けておかなければならない。 

 

第５章業務計画 

（業務計画） 

第１６条 協議会の業務計画は、会長が作成し、業務開始前に総会の議決を得なければならない。 

２ 前項の業務計画を変更しようとする場合についても、同様とする。 

 

第６章会計 

（事業年度） 

第１７条 協議会の事業年度は、毎年４月１日から翌年３月３１日までとする。 

 

（資金） 

第１８条 協議会の資金は、次の各号に掲げるものとする。 

（１）国土交通省の補助金（観光圏整備事業費補助金） 

（２）国及び地方公共団体からの補助金、交付金、負担金等 

（３）その他の収入 

 

（資金の取扱い） 

第１９条 協議会の資金の取扱方法は、別途会長が定める会計処理規程による。 

 

（事務経費支弁の方法等） 

第２０条 協議会の事務に要する経費は、第１８条の資金をもって充てる。 

 



（収支予算） 

第２１条 協議会の収支予算は、事務局が作成し、事業開始前に総会の議決を得なければならな

い。 

 

第７章代表者 

（代表者） 

第２２条 総会の決定に基づき観光圏整備費補助事業の業務を執行するために代表者を置く。 

２ 協議会の代表者は、次に掲げるものとし、観光圏整備事業費補助事業の代表者とする。 

社団法人札幌観光協会 

３ 協議会の代表者は、補助事業にかかる第１８条の資金の受入、契約及び支出等の事務を行う

ものとする。 

 

（監査等） 

第２３条 事務局は、毎事業年度終了後、観光圏整備事業費補助事業の代表者に対し、当該補助   

 事業に関する監査を実施しなければならない。 

２ 事務局は、監査終了後において、監査報告書を作成して会長に報告するとともに、会長はそ 

の監査報告書を総会に提出しなければならない。 

 

第８章雑則 

（細則） 

第２４条 観光圏整備事業費補助金交付要綱その他この規約に定めるものの他、協議会の事務の  

 運営上必要な細則は、会長が別に定める。 

 

附 則 

１ この規約は、平成２１年２月１３日から施行する。 

 


